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要約

環境問題は環境汚染防止からよりよい環境の創造という目標を含む形に変化してきた。

それと共に、都市においても快適な環境が望まれている。本研究では、都市の水辺空間の

評価問題を水利用の際の水質評価の観点から考察した。

まず、住宅を中心としたアメニティの評価に多く用いられているへドニック・アプロー

チは、水辺空間の評価にはあまり適していないことを示した。その理由としては、水質の

把握が非常に局所的であり、さらに非利用者(水辺空間の近くに居住していない人々)の

評価がへドニック・アプローチで用いられる土地評価額や住宅価格に反映されないからで

ある。

次に、旅行費用アプローチの拡張モテゃルである総合的旅行費用モデルおよび離散的選択

モデ、ルについて考察した。これらのモテ合ルは旅行費用モテールにレクリェーション地の異質

性を取り込んだモデルである。総合的旅行費用モデルにおいては完全代替性の仮定に無理

がある。また、離散的選択モデルにおいては、無関係な代替案からの独立性という点に無

理がある。これらについては、いくつかの工夫が提案されている。

これまでの方法は何らかの形での実際の市場価格を用いている。これに対して価値意識

法は、環境財に関して仮想的市場を作り、環境の質のある改善に対して個人がいくら払う

かを質問する。従って、仮想的市場の条件設定などによって、さまざまなバイアスの生じ

ることが指摘されており、バイアスを除くための工夫が提案されている。

以上の手法はいずれも一長一短であるが、本研究ではわが国において非利用価値が存在

するか否かを把握するために、予備的アンケート調査を行なった結果を示した。この調査

からは、利用価値、オプション価値、遺贈価値の聞に有意な差のあることが確認された。

* 東京都立大学都市研究センター
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l はじめに

環境問題の内容は時代と共に変化してきてい

る。いわゆる環境問題が大きな関心を集めた1970

年代は、公害という言葉で表わされるような環境

汚染が環境問題であった。その後、各種の法的措

置等によって局所的な環境汚染は一時期に比べる

と多少なりとも改善されてきた。

一方、高度経済成長による生活水準の上昇と共

に環境問題は単に環境汚染防止からより良い環境

の創造という目標を含む形に変わってきた。人々

の関心もより快適な生活環境へと向けられ、居住

環境・自然環境の改善あるいは保全がうたわれる

ようになった。これにともなって、環境という言

葉と共にアメニティという言葉が随所で用いられ

るようになってきた。アメニティという言葉自体

はそれほど新しいものではないが(AMR、1989)、

環境問題の枠組みでこの言葉が使われるように

なったのは比較的最近のこと(植田他、 1991)の

ようである。

さて、都市の環境問題に対する考え方も多様に

なってきている。 Noxの増大、騒音、廃棄物の増加

などいわゆる環境汚染的範時にはいるものから快

適な住環境や自然環境といういわゆるアメニティ

の改善や創造に及んで、いる。

したがって、環境の価値の評価も様々なものが

考えられる。環境汚染的問題に関しては、交通に

よる騒音、大気汚染など社会的費用を測定するこ

とによる評価がある。また、住環境のようなアメ

ニティを測る方法もある。この評価方法としては、

資産価値アプローチによるものが多い。

本研究では、都市環境の既存の評価方法につい

てどのような環境に、またどのような条件のもと

で適用可能かという観点から考察を行なうことと

する。第2節では、環境の価値の評価方法につい

て簡単にサーベイする。ついで、第3節では、オ

プション価値の概念を簡単に示す。第4節では、

水辺空間における水質の評価に関する予備的調査

の結果を示す。第5節はまとめである。

2 環境の価値の評価法

環境の価値は消費者の環境に対する需要から評

価される。しかし、環境の価値の市場は存在せず、

私的財に対する需要のように質に対する需要は明

らかにされない。そこで、消費者の選好を把握す

るためにさまざまな方法が考えられてきた。これ

らは大きく分けると、 1)市場価値あるいは生産

性アプローチとよばれるもので、生産費用や機会

費用を利用するもの、 2)環境の周辺市場アプ

ローチとよばれるもので、環境利用に伴う交通費、

回避費用や土地の評価などを利用するもの、 3)

調査に基づく評価を行なうもの、などがある。

水質の評価に関しては水利用の形態から評価の

方法は異なってくる。水利用には水を何らかの生

産の投入物として使う利用と水そのものを直接利

用する形態に大きく分けられる。水道用水、農業

用水、工業用水、等が前者による利用である。こ

れに対して飲料水、水泳、釣り、散歩、ピクニツ

ク等が後者の利用である。水道用水及び飲料水と

しての水質評価は、日本の例として上述の生産費

用節約や回避費用アプローチによって行なわれて

いる。

水泳、釣りなどのレクリェーションの際の水質

の評価は米国で数多くおこなわれている。米国で

はレクリェーリョン地の水質改善の便益は全水利

用の半分を占めているといわれている CFree-

man， 1979)。これらの研究の多くはレクリエー

ションに対する需要モデルを用いてレクリェー

ション地での川や湖や海の水質改善の評価を行

なっており CBraden，1991; Smith et aL， 1986)、

レクリェーションの場所の他の変数、例えば、レ

クリェーション地の特性や周辺環境を表わす変数

に影響されないように水質だけの影響を取り出そ

うと試みられている。しかしながら、水質の評価

は他の変数と独立になされるのではなく、他のレ

クリェーシヨン地の特性を表わす変数に依存する

ものと考えられる。したがって、レクリェーショ

ン地への訪問人数の調査から得られるのはあくま

でも相対的な水質評価であるo
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また、人々の行動はその場所で何ができるかに

大きく依存する。人々はいくつかの場所で行える

行動によってそれらの場所を評価し、そのことが

レクリェーション地の選択に影響を与える。した

がって、場所の特性がどのように場所の選択や利

用の仕方に関係してくるかを見ることが必要であ

る。

さらに、利用価値と非利用価値を区別すること

も必要である。例えば、ある人は実際にはその場

所に行かなくても、他の人が利用できるような場

所が存在し、また、将来世代が利用できるという

ことを知ることで、満足することがあるであろう。

ある人は彼がいずれその場所に行きたいと思った

時にいつでもその場所を利用できるようにしてお

くために、いくらかの支払いをしてもよいと考え

るであろう。 Krutil1a(1967)は非利用価値として、

オプション価値、存在価値、遺贈価値を挙げた。

存在価値や遺贈価値は前者に相当する概念であ

り、オプション価値は後者の概念である。

2. 1 資産価値アプローチーーへドニック・ア

ブローチ

資産価値アプローチは、環境の周辺市場データ

に基づくアプローチである。このアプローチは、

居住資産価値と環境条件の差に相闘が認められ

る、すなわち、例えばきれいな空気というアメニ

ティの価値は地価あるいは居住資産価値に資本化

されるという点を根拠としている。つまり、環境

改善の便益は地価の上昇に反映されるので、地価

を観察することによって便益を推定することが正

当化される。 Ridker他(1967)が初めて大気汚染

のような環境の質の便益の推定の基礎として居住

資産価値データを用いた。クロスセクション・デー

タを用いた多くの都市地域での実証研究で、居住

資産価値と大気汚染水準に相闘が認められた。こ

のようにして、きれいな空気というアメニティ価

値は土地の価値に多少なりとも資本化されるとい

う仮説が支持された。大気の質のような環境の質

だけでなく地域的公共財水準や税率の差が資産価

値に資本化されるか否かという議論はTiebout

仮説CTiebout.1956)の実証的検証も含んで教多

くおこなわれている。

そこでの結論は、オープンかつスモールな都市

内部においてはかなりの程度の資本化が認められ

るということであり、人々の移動がどの程度自由

に行なわれるか否かに依存している。すなわち、

人々の地域間(あるいは都市間)移動が自由で、

移動コストがかからないことが完全資本化には必

要である。人々は良い環境を求めて移動するため

良い環境の土地の需要が多くなり、その土地の地

価は高くなる。地価が環境の価値を反映するため

には、地域間の移動可能性が極めて重要で、ある(金

本他、 1989)。したがって、多少なりとも完全移動

が制約されているならば、地価の上昇は環境の価

値を過小評価することになる。

また、人々が自由に移動することのできる地域

内において土地ないしは住宅市場が一つしかない

ということも必要である。住宅地区、商業地区と

いうような用途規制がある場合に、両地区を人々

が移動する可能性がある場合には、資産価値アプ

ローチを適用することはできない。さらに、住宅

市場は均衡していなければならない。

なお、初期の実証研究で用いられた資産価値ア

プローチは地価関数に効用水準および所得が含ま

れるようなものであった。したがって、地価関数

においてどの部分がアメニティによるかの識別が

困難である。これに対して、自動車市場の分析と

して Rosen(1974)によって提示されたへドニツ

ク・アプローチの環境の価値評価の適用において

は地価関数と所得というような家計の特性は独立

に扱われている。実証研究という点ではへドニツ

ク・アプローチの方が適していることになる。

しかしながら、適用範囲という点からへドニッ

ク・アプローチをみると、かなり注意が必要であ

る。先に述べたように、人々は環境条件の差で移

動する。移動が自由、住宅市場がーっという適用

条件からへドニック・アプローチはかなり小さな

地域あるいは区域での環境の価値の評価に適して

いるといえよう。なぜならば、人々が大きな地域

内、あるいは地域聞を移動する場合に、雇用条件

と環境条件のどちらを優先的に考慮にいれるかは
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決めがたし、(Evans，1990など参照〉。さらに、地

域(都市〕間の環境の差をどのように測るのか(た

とえば、 CBDからの距離との関連で)というよう

な問題もあるからである。実証研究の多くでは、

地価の決定変数としてはCBDやショッピング・

センターなどからの距離(つまり、利便性〉がア

メニティというような快適性よりはるかに大きな

役割をしめている(たとえば、肥田野(1987)、金

本他(1989)、不動産研究所(1986)他参照〉。

さらに、水辺空間の水質評価に関しては以下の

ような問題がある。確かに、水辺空間の水質改善

による便益は住宅価格などに反映するであろう。

しかし、これは資産所有者の便益のみを反映して

いる。水辺空間の場合には非居住者の利用を考慮

する必要がある。また、へドニッグ・アプローチ

の適用として実証研究の多い大気汚染は住居がど

こでもその質は分かるし、変化する。しかしなが

ら、水質の場合には非利用価値は別として水辺へ

の距離が極端にいえばゼロの所でしか水質は分か

らない。

2. 2 レクリェーション地選択モデル

旅行費用アプローチはもともと環境財を利用す

ることから消費者が得る便益を評価するために考

えられた。ある既存の場所を保全する、あるいは

新しくレクリェーシヨン地を作る際に環境資源を

考慮に入れるためには、利用料金と利用者が享受

する総消費者余剰を含むその場所の実際の価値を

把握することが重要で、ある。利用者は様々の場所

からその場所へ余暇を過ご、しにやって来る。環境

財への需要は無限で、はない。なぜなら、その場所

への往復には費用がかかるからである。潜在的な

利用者の住まいがその場所から離れれば離れるほ

ど、彼らのその場所(あるいは、環境財〕に対す

る需要は少なくなる。このことが、旅行費用アプ

ローチの考え方の出発点である。

レクリェーション需要に関する最近の研究はレ

クリェーション機会の異質性のモデル化に焦点を

当てている。環境財に対する需要を考えるときに

異質性や質を考慮するモデルはレクリェーション

地選択モデル CMultiplesite allocation model) 

と呼ばれている CBradenet al.， 1991， Mendelso-

hn，1987)。このモデルは、大きく分けて 2つある。

すなわち、総合的旅行費用モデルと離散的選択モ

デ、ルで、ある。

初期のレクリェーション地選択モデルの多くは

いくつかの代替的な場所を人々がどのように選ん

でゆくかを説明できるように開発された。また、

あるレクリェーション地の創設や廃止を評価する

ためにも用いられた。これらのモデ、ノレには場所の

特性を説明変数として含んでいるものもあるが、

常にその特性の評価をするようにはなっていな

い。水質の変化のような特性を評価するためには、

これらの特性の関数として需要を推定することが

必要である。このためには、異なる水質に対応す

る需要量を捉えることが要求される。同時点での

いくつかの場所を対象とすることによって、異な

る水質を考慮に入れることができる。従って、水

質以外ではほぼ同じ特性を有するレクリェーシヨ

ン地を選択することを必要とする。

2. 2. 1 総合的旅行費用モデル

総合的旅行費用モテソレは単純な旅行費用モデル

を場所の特性を含んだモテ。ルに拡張したものであ

る。モテツレは個々の場所に対する単純な旅行費用

訪問関数における差をこれらの場所の特性によっ

て説明しようとするものである。例えば、 Aとい

う場所に対する単純旅行費用需要関数がBという

場所に対する需要関数より垂直的に上にあれば、

場所Aは場所Bより質的に優れていると見るので

ある。

旅行費用モデルを水質評価の推定に用いる場

合、水質は他の場所の特性と結合して供給される

と仮定される。もし、他の変数が一定に固定され

るならば、そして、場所が共通のものさしで、はか

れるものであるならば、水質変化の前と後の需要

関数の差は様々の水質の場所の中から消費者がど

のように選択するかを観察することで測定するこ

とができる。総合的旅行費用モデルは水質変化の

便益を導くために異なった地点にいる消費者の旅

行費用と水質水準に対する反応を利用している。
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このモデノレで、の重要な仮定は代替価格がどの場

所でも同じであるということである。ある一定の

状況の下で、は旅行費用の変化はレクリェーション

地の特性の評価の変化を正しくはかることになる

であろう。しかし、このことは二つの場所が消費

者にとって、完全代替財であることを仮定してい

る。二つの場所が水質以外の質の面で異なってい

れば、旅行費用の差と場所の特性(水質の評価〕

の差の聞に何らかの関係を見つけることはできな

し、。

2. 2. 2 離散的選択モデル

レクリェーション地の選択の場合には、消費者

は連続的な選択集合から選択するというよりは離

散的な選択集合から選択するという状況がより適

切なときがある。例えば、個人は同時に2カ所の

異なる場所へは行けない。場所の質の変化によっ

て個人はある場所から他の場所へと行く場所を変

えることがある。離散的モデルは効用理論に基づ、

いているとして経済学者の立場から支持されてい

る CSmallet al.， 1981)。

消費者の効用最大化のための選択は以下の間接

効用関数によって表わされる。

VijCbj， Yi> Pij ;εj) 

ただし、 Vuは消費者 iが場所 jを選択したときの

間接効用関数である。bjは場所 jの特性であり、 Yi

は所得、Puはiのjへの旅行費用、εjはランダム変

数である。消費者 iが場所 jを選択する確率は次

のように表わされる CBockstaelet al.， 1987)。

πIj二Pr{Vu Cbj， Yi， Pi ;εj)とVikCbk， Yi> Pk ;εk) } 

for all k. (1) 

任意の 2つの場所の質の差が大きくなるとより良

い場所の方へ行くことが増える。誤差項の分散が

大きくなればなるほどより高い質の場所へ行くこ

とが少なくなる。このモデ‘ルのランダム要素は人

びとの行動における重要な側面、つまり、人々が

様々の場所の間で代替的な選択をするという側面

を表わしている。

共通の仮定は間接効用関数においてランダム変

数 εl，...，eNが独立で、あり、第1種極値分布に従い、か

っ加法的であるということである。かくして、離

散的選択のロジットモデ、ルが与えられる。ここで

は、 Nは場所の数を表わしている。

N 

π'u =ev，/ ~ eV' (2) 
K~l 

レクリェーション分析においてこの離散的選択

モデルの有効性を制限する 3つの問題がある。す

なわち、 (1)このモデルで、は旅行総数や予算が外か

ら与えられる。(2)効用関数の形が制限されている。

(3)場所の間での代替や旅行や場所の特性の闘での

代替が限られている。

第一の問題に関してはいくつかの旅行数決定モ

デ、ルが提案されている CFeenberget al.， 1980， 

Kling， 1988)。第2の問題に関しては需要推定に

利用可能なフレキシブルな関数の形が現在研究さ

れているところである CFeenberget al.， 1980; 

Sellar et al.， 1986)。第3の問題は最も厳しいも

のである。ロジットモデルは無関係な代替案から

の独立性とし、う仮定に基づいている。この仮定か

らは次のような奇妙な状況が生じてくる。第1に、

各特性、たとえば、ある場所の池と他の場所の池

(たとえば、 bjk)の交差弾力性は全ての場所で同

ーであり、場所 jの特性、たとえば、この場所が

海に面しているのか、山の中にあるのか、に依存

しない。第2に、任意の 2つの場所の順位は他の

代替地によって影響されない。

無関係な代替案からの独立性という問題から逃

れるために、多項プロビットモテゃルが提案されて

いる。また、ロジットモデ‘ルを決定樹の形で、の推

定に使うことも提案されている CMendelsohn，

1987)。

2. 3 価値意識法

価値意識法CContingentvaluation approach)は

「人工的に作られた市場で提示される条件付状況

に対する個人の反応に頼るアプローチjである

CSmith et al.， 1986)。このアプローチは非市場
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財、すなわち、実際の市場で取引きれない財やサー

ビスの貨幣評価を個人に質問する。環境財に関し

ては例えば、環境の質のある特定の改善に対して

偲人がどれだけ支払うかが表明されるような仮想

的市場を作る。例えば、ある特定の場所での水泳

や釣りができるようになるような水質改善の提案

に対する評価を個人に尋ねる。

これまでの文献ではこの条件付評価アプローチ

による公共財の価値の測定にともなういくつかの

「バイアス」が議論されている (Smith et al.， 

1986)。

評価のための質問方法については様々なやり方

が試みられている。中でも次のものが比較的良く

使われている。

(1)直接質問、 (2)値付けゲーム、 (3)予算制約のもと

での支払いカードによる値付けゲーム、 (4)金額幅

を設定して条件付財の受け入れを問う、(5)選択例、

たとえば、支払いの提案と水質のある特定水準あ

るいは変化、を示して順位を付けさせる。

3 オプション価値

オプション価値の概念はWeisbrod(1964)に

よって提示された。彼は便益分析によって、ある

タイプの施設の価値が過小評価される可能性を指

摘した。

人々は、今、公園や公共輸送機関や病院を利用

しなくても将来利用できる可能性を確保するため

にいくらかの支払いをする意思があるであろう。

このような支払い意思を考慮ぜずに便益を算定す

ることが過小評価につながることになる。

個人の選好は2つの状態だけで、表わせると仮定

する。すなわち、状態1:資源のサーピスを需要

する、状態2:資源のサービスを需要しない。需

要関数をU (・)で表わす。各状態の効用関数は

所得yと資源のサービ、スへのアクセスを示す変数

dと司、すなわち、 dはサービスが利用可能であ

り、 dはサービスが無い、で表わされる。

i番目の状態の消費者余剰 (SC1)とオフ。ション

価格 (OP)は次のように定義される。

Ui(Yi-SChd)=Ui(Yhd)，i= 1， 2 (3) 

ヱπIU1(YI一OP，d〉=.2IRiUi(YI，d〉 (4)

ただし、 Ui(Yh d)は所得がYIで、資源へのアクセ

スを有している状態 iの個人の効用である。 πiは

効用状態 iの確率である(ぁ= 1-7Z'1)。

(3)式を(4)式に代入して整理すると以下のように

なる。

ヱπ'iU1(YI一OP，d) =~7Z'IUi (Yi -SCh d) 

オプション価値 (OV)はオプション価格 (OP)

と消費者余剰の期待値 (CS)の差として定義され

る。すなわち、

OV=OP一(~ mSCi) (5) 

この定義に関して、オプション価値の符号が多

くの研究者によって議論された(北畠他、 1983; 

萩原、 1987など参照〉。しかしながら、オフ。シヨン

価格と消費者余剰の期待値の比較は不確実性下で

の厚生分析において2つの異なる視点を混ぜてし

まっている。すなわち、オプション価格は事前の

概念である。これは資源へのアクセスや資源の特

性や不確実の程度の条件の変化に関する貨幣評価

である。個人は状態とは独立の一定の支払いをす

ることが仮定されている。これは物事が分かる前

になされる計画的支払いである。これに対して消

費者余剰概念は事後の測定であり、物事が起こっ

た後で効用は一定に保たれている。したがって、

オプション価値の符号や大きさに注意を払う必要

は全くない (Smithet al.， 1986)。

多くの場合、オプション価格は需要の不確実性

の観点から定義されている。しかし、供給の不確

実性の方が重要な視点、であるとの指摘もある

(Smith et al.， 1986)。

また、この供給の不確実性は支払いによって解

決されうる側面を有している。

4 レクリェーション利用の際の水質に

対する評価の調査

本研究では、レクリェーション利用の際の水質



萩原:都市の水辺空間の評価に関する一考察 87 

に対する評価を求めるために、アンケート調査に

よる方法を採用した。本来ならば、ある特定の場

所について一般の住民を対象に調査を行なうべき

であるが、この調査はあくまでも本調査を行なう

ための予備的調査として行なったものである。す

でに述べたように、アンケート調査にはさまざま

のバイアスの存在が指摘されており、本調査にお

いて少しでもバイアスを除くような質問の仕方や

質問項目の検討をすることが必要である。そのた

め、まず、学生を対象に予備的調査を行なった。

レクリェーション行動としては、回答者の半分

以上がドライブ、ボート、観光、散歩、水泳をあ

げた。

次に、その行動を行なうときにどの程度水質を

意識したかを聞くために、次のように聞いを設定

した。意識の程度を“ 1"から“5"に分け、“ 1"

の「水質は全く意識しなかった。」から、“ 5"の

「非常に水質を意識した。」へと値が大きくなるほ

ど水質への意識が高くなるようにした。アンケー

トの結果、この値は2.9で、あった。行動をするとき

に少しは水質を意識したとし、う程度である。

また、回答者の答えた行動を行なった場所の水

質に対する質問に対しては、回答者の半数が行動

を行なった場所の水質をBと答えている(水質を

5段階に分けている)。また、回答者の5.8%がA

(最もきれい〕と答え、 9.7%がDと答えている。

この結果は今のところあまり意味はないが、今後

の調査において、回答者の認識と科学的測定によ

る値との一致・不一致をみるのに役に立つであろ

う。

調査の第三の部分は、利用価植、オプション価

値、存在価値あるいは遺贈価値に関しての質問か

ら成っている。

まず第ーに、実際の水利用、回答者の将来の利

用、将来世代の水利用に対して、水のきれいさが

どの位重要であるかを質問した。「まったく重要で

ないJから「非常に重要である」まで5段階に分

けて選択させた。「まったく重要でない」を“ 1" 

とし、以下「非常に重要である」に“ 5"という

値を順に付け、結果を集計すると、実際の利用に

対する値は4.3、将来の利用は4.6、将来世代の利

用は4.6であった。この結果は合衆国における結果

とほぼ近い数値となっている (Edwards，1988)。

次に支払い意思額に関しては、以下のような質

問をしたときに有意な結果を得た。

(1) 先に答えた川・海・湖などの水質を2ランク

上の水質にするための費用をあなたが負担しなけ

ればならないとしたら、年間いくら支払ってもい

いと考えますか。

(2) あなたが将来行くかもしれない所の水質を 2

ランク上の水質にするために、年間いくら支払っ

てもし、L、と考えますか。

(3) 将来にわたってあなたは行かないけれども、

ある水辺空間を2ランク上の水質にすることでよ

り多くの人が利用し、また自分たちの子孫の世代

にそれを残すことができるということを考えたと

き、年間にいくら支払ってもいいと考えますか。

金額についてはO円から 1万円の聞の数値を示

し、答えてもらった。その結果、利用価値、オプ

ション価値、遺贈価値の聞に有意な差のあること

が確認された。

5 おわりに

水辺空間での水利用における水質評価問題を本

研究では考察した。まず、従来の研究を簡単にサー

ベイした。これまで、非常に多くの研究がなされ

ているが、いずれも、一長一短でこの問題の複雑

さ難しさを表わしている。

本研究では実際に特定の場所について一般の住

民を対象に調査を行なうための予備的調査の結果

を示した。今後はこの結果に基づいてより良い質

問方法ならびに質問項目の作成をするとともに、

どこか特定の川、あるいは湖あるいは海を選び本

格的な調査を行なうことが必要で、ある。
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Several methods for evaluating environmental quality are surveyed from the viewpoint of the 

applicability to evaluating water quality in the case of water-based recreation. 

A hedonic approach is considered appropriate for measuring improvement in the environment， e. g.， 

reduction of air pollution. But it is necessary to be careful when it comes to measuring the value of water 

quality. The value of water quality in recreational use includes not only use value but also non-use value. 

It is obvious that the hedonic approach cannot precisely assess the non-use value. 

Using recreational d巴mandmodels， several methods for evaluating water quality improvements have 

been developed by researchers， most of which depend on observing recreationists visiting an array of sites 

with varying water quality and costs of acc巴ss.

The generalized travel cost model expands the simple travel cost model by including the attributes 

of sites. The model attempts to explain the observed differences in the simple travel cost visitation 

functions for individual sites by the characteristics of those sites. 

There are situations in which consumers face a discrete rather than a continuous set of choices. For 

example， an individual cannot simultaneously visit two recreation sites. Quality changes may induce 

individuals to switch from trips to one area to trips to another. The discrete choice model has its origin 

in the gravity model although its ability to measure the quality index is much improved. The generalized 

travel cost model and discrete choice model are known as multiple site allocation models. 

The welfare of some individuals could improve simply by knowing that a resource exists or that their 

discendents would be able to use the resource， although they actually do not go to any recreation site. 

Some individuals would be willing to pay a certain amount to ensure access to a resource whenever they 

want to use it in the future. The former concept is termed existence or bequest value.印tionvalue is the 

term for the latter. 

The contingent valuation approach asks individuals for their monetary valuation of non-market 

commodities， i. e.， some goods or services not actually traded on the market. For example， one survey 

asked individuals to value proposed water quality improvements that would allow additional recreation 

activities， such as swimming and fishing， in a particualr area. 

Consequently， it is suggested that t 




